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大阪市における各区まちづくりセンターの
中間支援組織の機能に関する研究
――地域活動協議会の自律に向けて――

小坂 義

Ⅰ 研究の背景と目的

従来、大阪市内の地域活動は、戦後市内全域で結成された「赤十字奉仕団」や、1975年に大阪市赤
十字奉仕団と構成員・役員が同じ一体の組織でありながら、新たなコミュニティづくりを担う組織と
して結成された「大阪市地域振興会」を中心に、大阪市役所や区役所と協働しながら担われてきた。

その後、平松市長の下、市政改革基本方針として「なにわルネッサンス2011」が策定、さらに橋下
市長の下で、「ニア・イズ・ベター（補完性・近接性の原理）」を徹底的に追求した新しい住民自治と
区政運営の実現、無駄を排除した効果的・効率的な行財政運営をめざし、「市政改革プラン」が策定
された。その結果大阪市全域に、校区等地域を単位とした多様な主体による自律的な地域運営を目指
して「地域活動協議会」が設立されることとなり、2022年⚔月現在、326地域に地域活動協議会が設
立された。

2012年以降、大阪市全域に地域活動協議会が設立されるにあたって、2012～2013年には設立支援、
ならびに、自律的な運営を支援する目的として、市内を⚕ブロックに分け、公募型プロポーザルによ
り決定した事業者（中間支援組織）により、各ブロックに「まちづくりセンター」が設置され、スー
パーバイザーの配置や、各区に設置された「まちづくりセンター支部」には、まちづくりアドバイ
ザー、地域まちづくり支援員が配置された。当初、地域活動協議会を支援する中間支援組織は期間限
定的な位置づけであったが、継続的な支援を求める現場の声もあり、その後、2014年以降各区におい
て「新たな地域コミュニティ支援事業」により、業務委託で「まちづくりセンター」の設置・運営が
進められるようになった。しかし、区によっては、まちづくりセンターを設置せず、区役所職員とし
て、まちづくりに関する専門性を有する人材を非常勤嘱託職員として配置し、地域活動協議会の自律
的な活動を支援する形式をとる区も見られはじめている。

筆者も、2015年～2021年にかけて、まちづくりセンターに在籍し、支援員やセンター長、アドバイ
ザーの業務にあたってきたが、初期の市制改革プランが策定されて、約10年が経過し、ほとんどの校
区で地域活動協議会が設立され、それぞれ自律に向けて活動を展開している中で、中間支援組織に求
められる機能やあり方にも、各区の独自性が見られてきている。そこで、本研究では、大阪市各区に
おける地域活動協議会を支援する中間支援組織の機能や役割について整理し、今後、地域活動協議会
の自律と新たな住民自治を実現するために求められる、まちづくりセンターにおける中間支援組織の
機能や運営体制のあり方と課題について考察することを目的とする。

Ⅱ 先行研究の整理

まちづくりセンターについて、他地域におけるまちづくりセンターに関する先行研究は多いものの、
各地域によって設置形態や事業内容等が異なっており統一的な定義はみられない。中間支援組織につ
いては、日本において中間支援組織は、1995年の阪神淡路大震災や1998年の NPO 法施行以降、市民
と行政の協働や、市民活動の連携のコーディネートを支援する取り組みとして全国的に普及している
が、支援の対象や組織形態等多岐にわたっており、中間支援組織に関する定義や先行研究も多い。

Ⅲ まちづくりセンターの現状と経緯

大阪市には、地域活動協議会の設立・運営支援のために、2012年度・2013年度に大阪市を⚕つに分
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けたブロック単位で中間支援組織が設置された。その後、2014年度以降は各区において、「新たな地
域コミュニティ支援事業」によって、業務委託で「まちづくりセンター」設置・運営が進められるよ
うになった。但し、その中でも、2021年度では、⚔区（北区、東淀川区、旭区、西成区）においては、

「地域運営アドバイザー業務会計年度任用職員」等の名称で非常勤嘱託職員の配置を行い、地域活動
協議会の運営支援を対応している。

Ⅳ 研究方法と構成

第⚑章は、大阪市における自治活動並びに基礎情報や大阪市の政策から市政改革プランからまちづ
くりセンターの設置と地域活動協議会の設立について、文献やウェブサイト、基礎資料による情報収
集によって、大阪市における自治に関する状況をまとめる。第⚒章は、大阪市のまちづくりセンター
の経緯と現状、まちづくりセンターの体制や事業概要からまちづくりセンターの機能について、大阪
市並びに大阪市各区の担当課のウェブサイトやメール調査によってまちづくりセンターの業務内容や
受託事業者について整理する。第⚓章は、大阪市各区まちづくりセンターに関する調査・分析では、
大阪市各区の担当課へのヒアリング、アンケート調査によって、まちづくりセンターの現状を把握す
る。第⚔章は、結論として本論で明らかになったことや今後の展望について述べる。

Ⅴ 本研究で明らかになったこと

大阪市において、地域の課題が多様化、複雑化していくなかで、従来の地縁組織である町会・地域
振興町会だけでは解決できなくなってきている状況である。その解決に向けた方法として、大阪市に
おいては、約10年前に地域活動協議会を市内全地域に設立を進め、地縁組織だけでなく、様々な主体
との連携・協働によって地域課題に向き合い、解決に向けて取り組んでいる。そして、それら地域活
動協議会設立の支援や、会計処理や会議の推進、担い手づくりなどの運営支援を、各区に業務委託で
設置された中間支援組織としてのまちづくりセンターが行ってきている。

本研究において、これまでのまちづくりセンターの運営経緯等を既存の資料やヒアリング調査、ア
ンケート調査をもとに把握し、まちづくりセンターの機能と課題について、以下のことが明らかに
なった。

大阪市におけるまちづくりセンターは、中間支援組織として、地域の相談対応や助言指導、会計支
援、運営支援等のサポート機能、情報発信や地域の情報発信支援等の情報支援、専門機関や他団体や
企業、NPO 等とのコーディネート機能、行政・地域との情報を伝える、伝達機能が存在すること、
しかし、地域活動協議会の自立に向けて会計支援業務の負担が大きく、発展的な支援に至っていない
事例も見られた。

業務委託のまちづくりセンターでは、契約期間が単年度から複数年契約に移行している区もあり、
中間支援組織がより安定して存在することで、地域活動協議会の自律や、発展的な支援につながる可
能性も出てくる。一方で、公設民営から公設公営に移行する区も見られていることから、行政・まち
づくりセンター・地域活動協議会の⚓者の関係から、公設公営に移行することで、行政・地域活動協
議会の⚒者の関係に変化していく可能性も考えられる。その場合、アドバイザーや支援員が区役所に
配置されることとなるが、どこまで中間支援組織として地域活動協議会の自律に向けて機能を果たす
ことができるのか、今後の検証が求められる。

Ⅵ 今後の展望

大阪市各区におけるまちづくりセンターが業務委託である公設民営から公設公営に移行することで、
まちづくりセンターの機能について見直しや廃止等の検討はこれから増えていく可能性はある。一方
で、地域活動協議会が、課題への意識を持ち、行政やまちづくりセンターの支援を受け続けるだけで
はなく、地域密着型の中間支援組織として、地域の様々な団体や人材、資源等と新たなつながりを構
築し、コーディネート機能や地域の課題解決に取り組んでいくなど、地域活動協議会が変容していく
可能性もあり、大阪市各区にあるまちづくりセンターという中間支援組織のあり方について新たな可
能性を示すことを期待したい。
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